
１．平成18年９月中間期の連結業績（平成18年４月１日～平成18年９月30日） 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   △33円15銭 
※ 上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んで

おります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。 
なお、上記予想に関する事項は添付資料の６ページを参照して下さい。 

平成平成平成平成19191919年３月期年３月期年３月期年３月期    中間決算短信（連結）中間決算短信（連結）中間決算短信（連結）中間決算短信（連結）    平成18年11月29日

上場会社名 シンワオックス株式会社 上場取引所 大証第２部 
コード番号 2654 本社所在都道府県 大阪府 
(URL http://www.shinwa-ox.com/) 
代  表  者 役職名 代表取締役社長   氏名 佐藤 勝弘 
問合せ先責任者 役職名 取締役経営企画室室長    氏名 松浦 公司    ＴＥＬ  （06）6683－3101 
決算取締役会開催日 平成18年11月29日 
米国会計基準採用の有無 無 

(1）連結経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

  売上高 営業利益 経常利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
18年９月中間期 9,804 1.2 △379 － △464 － 
17年９月中間期 9,693 △1.7 △128 － △212 － 

18年３月期 16,903   △144   △318  

  中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

潜在株式調整後１株当 
たり中間(当期)純利益 

  百万円 ％ 円 銭 円 銭
18年９月中間期 △470   △48 70 － － 
17年９月中間期 △512 － △95 65 － － 

18年３月期 △636   △119 34 － － 

（注）①持分法投資損益 18年９月中間期 －百万円 17年９月中間期 －百万円 18年３月期 －百万円
②期中平均株式数 (連結) 18年９月中間期 9,652,244株 17年９月中間期 5,354,195株 18年３月期5,336,537株
③会計処理の方法の変更 無 
④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率であります。

(2）連結財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭
18年９月中間期 13,917 △301 △2.1 △16 47 
17年９月中間期 6,881 332 4.8 62 59 
18年３月期 6,236 198 3.2 37 33 

（注）期末発行済株式数（連結） 18年９月中間期 18,318,510株 17年９月中間期 5,319,310株 18年３月期 5,318,510株

(3）連結キャッシュ・フローの状況 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー 
財務活動による 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 

  百万円 百万円 百万円 百万円
18年９月中間期 △48 182 △247 1,155 
17年９月中間期 △282 5 480 495 
18年３月期 △39 △91 △17 145 

(4）連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
連結子会社数 ６社 持分法適用非連結子会社数 －社 持分法適用関連会社数 １社

(5）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
連結（新規） ４社 （除外） －社 持分法（新規） １社 （除外） －社

２．平成19年３月期の連結業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日）  

  売上高 経常利益 当期純利益 

    百万円  百万円  百万円
通 期 26,947   △308   △320  
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１．企業集団の状況 
 当社グループは、シンワオックス株式会社（当社）及び連結子会社６社（国内５社、海外１社）により構成されてお

り、食肉輸入、食肉加工品販売及び外食店舗・ホテルの経営を主な内容として事業活動を展開しております。各事業に

おける当社及び当社の連結子会社の位置付け等は次のとおりであります。 

〔卸売事業〕 

 当社の卸売事業は、牛肉、牛内臓肉、豚肉及び加工品等の販売を行っております。また、輸入食肉の扱いが大半を

占めているため、当社が直接海外の生産業者から買い付けを行っているほか、米国においては連結子会社である

REXUS INTERNATIONAL CORPORATIONを通じて、日本への輸出の代行業務を行うとともに、現地の情報収集、新商品の

開発等に力を注いでおります。（REXUS INTERNATIONAL CORPORATION は、米国産牛肉の輸入停止の影響により、前期

連結会計年度末において休業しております。）さらに、国内においては近畿圏の取引先のルート配送について、連結

子会社である株式会社セイワ物流を活用し、日々の取引先のニーズに対応しております。 

〔外食・ホテル事業〕 

 当社の外食・ホテル事業は、「地鶏ごちそう処 とりひめ」をはじめとする外食店舗（18業態58店舗）と堂島ホテ

ルの運営を行っております。また、連結子会社につきましては、それぞれに特化した外食店舗を運営する３社（㈱ま

だん、㈱関西村さ来、㈲美竹商事）と、サービス業を取巻く人材の採用、派遣、教育等を担う１社（㈱ヒューマンウ

ィズ）により構成されております。 

 関係会社の状況 

名称 資本金 
議決権の所有
割合（％） 

主要な事業内容 

＜連結子会社＞  
 ㈱セイワ物流 

 2,300万円 100.0  当社卸売部門の食肉を中心とした運送 

 REXUS INTERNATIONAL CORPORATION  50万米ドル  100.0 
 米国での商品開発及び輸出、米国食肉産業の情報 
 収集 

 ㈱まだん  1,000万円 100.0 
 外食店舗の運営 
 韓国料理業態に特化した店舗の展開 

 ㈱関西村さ来  5,000万円  80.0 
 外食店舗の運営 
 主に「村さ来」のFC本部としての運営 

 ㈱ヒューマンウィズ  5,000万円 100.0 
 外食・ホテル業を取り巻く人材の採用、派遣、 
 教育 等の人材サポート業 

 ㈲美竹商事  2,450万円 100.0  外食店舗の運営 

＜持分法適用関連会社＞ 
 OX(H.K.)COMPANY LIMITED  

800万香港ドル 50.0  外食店舗の運営 
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事業の系統図は、次のとおりであります。 

 

飲食の提供

飲食の提供

宿泊の提供

宴会の提供

商品の販売 調理指導

運営指導

食材の供給

一部業務委託   研修・教育

人材派遣

研修・教育

労務管理受託

労務管理受託

㈱ヒューマンウィズ

お　　客　　様　　（　　一　　般　　顧　　客　　）

お得意先様

外食・ホテル事業卸売事業

㈱まだん

㈱セイワ物流

CORPORATION

REXUS　INTERNATIONAL

商品の配送

物流の委託

商品の開発、販売
情報の提供

㈱関西村さ来

Ｏｘ（Ｈ．Ｋ．）ＣＯＭＰＡＮＹ　ＬＩＭＩＴＥＤ

人材派遣

研修・教育

一般企業

当社
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２．経営方針 
１．会社の経営の基本方針 

 当社は、「食文化への貢献」「お客様第一主義の徹底」「積極経営」「活力ある企業風土の育成」を経営理念と

し、今日まで業容の拡大に努めてまいりました。 

 この経営理念に基づき、お客様に満足して頂けるよう、食生活の多様な変化に対応しながら、国内はもとより世界

各国で「サービス」「情報」の創造と「安全で安心」な商品を開発、提供してまいります。また、コーポレートガバ

ナンスを構築し、コンプライアンスを遵守することにより、お客様からの信頼を高め、企業価値の向上を目指してま

いります。 

２．会社の利益配分に関する基本方針 

 当社は、株主の皆様に対する適切な利益の還元を、経営の重要課題の一つとして位置付けております。従いまし

て、利益配当につきましては、再投資のための内部留保資金の確保と安定的な配当を行うことを念頭に置きながら、

財政状態、利益水準及び配当性向等を総合的に検討することとしております。 

 しかしながら、赤字決算が続けておりますので、誠に遺憾ながら無配が続いております。今後は黒字化を成功さ

せ、早期復配を目指し、全社一丸となって業績向上に取り組んでまいります。 

３．目標とする経営指標 

 当社は、収益力の強化の指標として売上高経常利益率、株主価値向上の指標としてＲＯＡ（総資本利益率）を重視

しております。しかしながら、一方で売上高と利益の絶対額目標という面では業績修正を余儀なくされており、平成

18年8月1日の㈱オックスとの合併を機に、卸売事業及び外食事業の総括を行い、新中期経営計画「GROBAL2010」にお

いて抜本的な経営改革を推進してまいります。 

４．中長期的な会社の経営戦略 

 当社の中長期的な経営戦略といたしまして、卸売事業におきましては、収益力の強化のため高利益商品である畜産

加工品の開発及び販売に取り組んでまいります。また、商品仕入に係るリスクヘッジのため、輸入牛肉と国産牛肉を

バランスよく取り扱うとともに、現在当社が取り扱っておりますメキシコ産牛肉をはじめとした新規仕入ルートの確

立を図ってまいります。さらに、利益管理（得意先別・品目別・地域別等）を強化することにより、不採算商品の徹

底した削減と高採算商品の拡大によって収益性の向上を図り、強固な企業体質の構築を目指してまいります。 

 外食・ホテル事業におきましては、不採算店舗において、抜本的な改革を推し進め、収益体制の構築をしてまいり

ます。また、各ブランドの価値を高めると共に、仕入れ、販促等の効率化を図ることでコスト削減の実現を目指しま

す。また、QSC（Ｑ（Quality＝商品の品質）、Ｓ（Service＝サービス）、Ｃ（Cleanliness＝清潔）のさらなる向上

を図り、それぞれの立地特性にあった商品・サービスを提供し、地域密着型の店舗作りをしてまいります。 

５．対処すべき課題 

 中長期的な経営戦略の達成に向けて対処すべき課題は下記のとおりと認識しております。 
① 新規商品仕入ルートの確立 
 卸売事業における主要販売品目である米国産牛肉の輸入が再開されましたが、供給量が限定的であり、また、
消費者の反応も慎重なことから新たな牛肉供給ルートの開拓が急務であります。すでにメキシコ産冷蔵、冷凍牛
肉およびメキシコ産加工品の輸入を開始しておりますが、今後も「安全で安心」な商品を提供するため、積極的
に新たな仕入ルートの開拓に取り組んでまいります。 

② 収益力の強化 
 卸売事業における原料（牛肉・豚肉等）販売の総販売実績に対する割合は80％超を占めております。原料の販
売において、競合他社との差別化を図ることは困難であります。この課題に対処するため、お客様のニーズを的
確にとらえた畜産加工品の開発及び販売に積極的に取り組み、競合他社との差別化を図り、収益性の向上に努め
てまいります。 

③ 堅実な出店 
 外食業界において、競争の激化は加速しており、安定的な収益確保は最大の課題であります。この課題に対処
すべく外食事業における新規出店の際の市場調査等マーケティング分析を強化し、また当グループ内における成
功事例を反映させることで、高い収益性を確保し、低投資で出店できる体制を構築してまいります。 

④ 次代を担う人材育成 
 激変する経済環境のなかで、当社といたしましても次代を担う経営者あるいは管理者たる人材の育成が急務で
あります。社内外を問わない効率的な人材配置及び抜本的な人事処遇制度の改革により、社内の活性化を図って
まいります。 
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６．親会社等に関する事項 
   該当事項はありません。 
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３．経営成績及び財政状態 
Ⅰ．経営成績 
１．業績の概況 
 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、原油価格の高騰によるコスト増が見られたものの、好調な企業業績
を背景とした設備投資の拡大、雇用環境の改善、堅調な個人消費等、全体として緩やかな回復基調にありました。
 しかしながら、食肉業界におきましては、牛肉価格の高止まりによる需要低迷やコスト増等、引き続き非常に厳
しい状況となりました。また、外食・ホテル事業におきましては、天候不順により既存店売上が伸び悩んでいると
ともに、原油高騰などによる消耗品、配送コストの上昇等が影響し依然厳しい状況が続いております。 
 このような状況のもと当社グループにおきましては、合併による効果を発揮すべく、健全かつスピードのある経
営を目指しました。 
 事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 
  卸売事業におきましては、売上高は、豪州産牛肉（前年同期比12.7％増）及び国産牛（前年同期比11.6％増）の
販売を強化したことにより前年同期を上回ったものの、牛内臓肉（前年比52.1％減）及び畜産加工品（前年同期比
40.9％減）等が前年同期を大幅に下回りました。また、売上総利益については、競合他社との価格競争もあり、原
材料価格の高騰によるコスト増を販売価格に転嫁できなかったこと等が影響し、前年同期を下回る結果となりまし
た。この結果、売上高7,945百万円（前年同期比15.1％減）、営業利益22百万円（前年同期比63.7％減）となりま
した。 
  外食・ホテル事業におきましては、多業態店舗を展開する中で、各業態の強みを生かしたブランドの構築をして
まいりましたが、計画通り進捗せず、構築に遅れが見られました。また、それと同時に集客を目的とした販促施策
を講じましたが、ブランド力低下を防げない中での取り組みとなった為、再来店に結びつかず、値引率を上昇させ
る結果となり、収益を圧迫いたしました。ホテル事業におきましては、堂島ホテルの改修工事が遅れたことによる
営業機会損失が大きく影響いたしました。この結果、売上高1,859百万円、営業損失269百万円となりました。 
 以上の結果、当社グループの当中間連結会計期間の業績は、売上高9,804百万円（同前年同期比1.2％増）、営業
損失379百万円（前年同期営業損失128百万円）、経常損失464百万円（前年同期経常損失212百万円）、中間純損失
470百万円（前年同期中間純損失512百万円）となりました。 

２．通期の見通し 
 通期の見通しにつきましては、原油をはじめとする原材料価格の高止まり、米国経済の減速懸念及び定率減税の
縮小などのマイナス要因があるものの、設備投資、個人消費ともに回復基調が見込まれ、景気は堅調に推移するも
のと思われます。 
  このような状況のもと、当社グループにおきましては、売上総利益率の改善を最優先課題とし、卸売事業におい
て、高利益商品である畜産加工品の開発及び販売に積極的に取り組んでまいります。また、外食事業において、不
採算店舗の撤退を実施し、収益体制の構築を図ると共に、経費管理を強化することにより、利益計画の達成に向け
て更に努力してまいります。また、当社の親会社である㈱加ト吉および同社のグループ企業との連携を強化すると
共に、市場規模を最大限に活用し、事業の拡大と業績の向上に向け邁進してまいります。 
  なお、平成19年3月期の連結業績予想につきましては、連結売上高が26,947百万円、連結経常損失が308百万円、
連結当期純損失が320百万円と予想しております。 
  
＊当社グループは平成18年8月1日付に㈱オックスと合併したため、当中間連結期間における数値は大幅に変動しま
したので、前年同期比等は省略しております。 
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Ⅱ．財政状態 
 当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、1,155百万円となり、前中間連
結会計期間末に比べ659百万円の増加（前年同期比233.2％増）となりました。これは主に平成18年８月１日付の㈱オ
ックスとの合併に伴う現金及び現金同等物の増加によるものであります。なお、各キャッシュ・フローの状況とそれ
らの要因は次のとおりであります。 
（営業活動によるキャッシュ・フロー） 
 営業活動の結果使用した資金は48百万円（同82.8％減）となりました。これは主に仕入債務の増加額412百万円
等の増加要因があったものの、税金等調整前中間純損失が468百万円計上されたこと等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
 投資活動の結果獲得した資金は182百万円（前年同期は5百万円の獲得）となりました。これは主に有形固定資産
の取得による支出が58百万円あったものの、貸付金回収による収入143百万円、定期預金の払戻による収入115百万
円等の増加要因により資金の獲得が使用を大きく上回ったことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
 財務活動の結果使用した資金は247百万円（前年同期は480百万円の獲得）となりました。これは主に長期借入金
の返済による支出497百万円及び社債の償還による支出57百万円が、短期借入金の純増額307百万円と相殺されたこ
とによるものであります。 
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４．中間連結財務諸表等 
(1) 中間連結貸借対照表 

   
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 注記 
番号 金額（千円） 構成比 

（％） 金額（千円） 構成比 
（％） 金額（千円） 構成比 

（％） 

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１ 現金及び預金 *2   1,339,562     2,092,618     1,036,535  

２ 受取手形及び売
掛金 *5   2,414,482     2,635,337     2,161,583  

３ たな卸資産     773,675     769,437     796,546  

４ その他     250,557     794,891     212,463  

  貸倒引当金     △63,552     △57,389     △74,808  

流動資産合計     4,714,725 68.5   6,234,897 44.8   4,132,321 66.3 

Ⅱ 固定資産                    

１ 有形固定資産                    

(1）建物及び構築
物 *1,2 458,278     3,401,348     448,700    

(2）機械装置及び
運搬具 *1 8,710     －     6,489    

(3）土地 *2 666,661     －     666,661    

(4）その他 *1 2,210 1,135,860   748,811 4,150,160   1,990 1,123,842  

２ 無形固定資産                    

(1）のれん   －     578,461     －    

(2）その他   14,417 14,417   105,216 683,677   12,984 12,984  

３ 投資その他の資
産                    

(1）保険積立金 *2 235,053     －     184,010    

(2）保証金   377,574     2,052,991     369,744    

(3）その他 *1,2 410,600     806,526     417,820    

  貸倒引当金   △6,532 1,016,696   △17,555 2,841,962   △4,593 966,982  

固定資産合計     2,166,974 31.5   7,675,799 55.2   2,103,809 33.7 

Ⅲ 繰延資産     －     6,694 0.0   －   

資産合計      6,881,699 100.0   13,917,391 100.0   6,236,131 100.0 
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前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 注記 
番号 金額（千円） 構成比 

（％） 金額（千円） 構成比 
（％） 金額（千円） 構成比 

（％） 

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１ 支払手形及び買掛
金 *5   1,129,509     2,011,181     1,216,767  

２ 短期借入金 *2   2,031,827     2,642,869     1,849,555  

３ １年内返済予定長
期借入金 *2   701,818     1,907,273     733,204  

４ 未払金 *2   421,016     1,911,926     395,698  

５ 未払法人税等     6,860     20,342     2,421  

６ 賞与引当金     19,740     14,436     13,521  

７ その他 *2   80,587     391,883     39,910  

流動負債合計     4,391,360 63.8   8,899,912 63.9   4,251,078 68.2 

Ⅱ 固定負債                    

１ 長期借入金 *2   2,102,872     4,143,303     1,755,724  

２ 社債     －     457,500     －  

３ 退職給付引当金     －     1,761     －  

４ その他     54,529     716,543     30,777  

固定負債合計     2,157,401 31.4   5,319,108 38.2   1,786,501 28.6 

負債合計     6,548,761 95.2   14,219,021 102.1   6,037,579 96.8 

                     
（少数株主持分）                    

少数株主持分     － －   － －   － － 

                     
（資本の部）                    

Ⅰ 資本金     364,520 5.3   － －   364,520 5.8 

Ⅱ 資本剰余金     204,070 3.0   － －   204,070 3.3 

Ⅲ 利益剰余金     △239,036 △3.5   － －   △363,746 △5.8 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金     17,900 0.2   － －   5,525 0.1 

Ⅴ 為替換算調整勘定     △3,310 △0.0   － －   △413 △0.0 

Ⅵ 自己株式     △11,205 △0.2   － －   △11,404 △0.2 

資本合計     332,938 4.8   － －   198,551 3.2 

負債、少数株主持分及び
資本合計     6,881,699 100.0   － －   6,236,131 100.0 

 （純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

 １ 資本金     － －   374,520 2.6   － － 

 ２ 資本剰余金     － －   345,676 2.5   － － 

 ３ 利益剰余金     － －   △1,015,537 △7.3   － － 

 ４ 自己株式     － －   △11,636 △0.0   － － 

  株主資本合計     － －   △306,977 △2.2   － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１ その他有価証券評
価差額金     － －   4,863 0.0   － － 

  ２ 繰延ヘッジ損益     － －   656 0.0   －   

３ 為替換算調整勘定     － －   △172 △0.0   － － 

評価・換算差額等合計      － －   5,348 0.1   － － 

純資産合計      － －   △301,629 △2.1   － － 

負債純資産合計     － －   13,917,391 100.0   － － 
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(2) 中間連結損益計算書 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 注記 
番号 金額（千円） 百分比 

（％） 金額（千円） 百分比 
（％） 金額（千円） 百分比 

（％） 

Ⅰ 売上高     9,693,414 100.0   9,804,892 100.0   16,903,173 100.0 

Ⅱ 売上原価     9,050,560 93.4   8,258,625 84.2   15,870,412 93.9 

売上総利益     642,854 6.6   1,546,266 15.8   1,032,760 6.1 

Ⅲ 販売費及び一般管
理費 *1   771,296 7.9   1,925,845 19.6   1,176,966 7.0 

営業損失(△)     △128,442 △1.3   △379,579 △3.8   △144,206 △0.9 

Ⅳ 営業外収益                    

１ 受取利息   440     4,629     4,659    

２ 受取配当金   1,065     179     1,581    

３ 受取手数料   3,365     8,990     7,607    

４ 販売促進協賛金   991     －     1,158    

５ 賃貸料    103,376     118,712     278,854    

６ その他   10,698 119,937 1.2 9,802 142,313 1.4 20,909 314,771 1.9 

Ⅴ 営業外費用                    

１ 支払利息   54,556     70,572     106,603    

２ 賃貸料原価    135,204     143,586     359,788    

３ その他   14,158 203,919 2.1 13,532 227,691 2.3 22,429 488,821 2.9 

経常損失(△)     △212,425 △2.2   △464,957 △4.7   △318,255 △1.9 

Ⅵ 特別利益                    

１ 固定資産売却益 *2 －     500     －    

２ 投資有価証券売
却益    －     －     22,510    

３ 貸倒引当金戻入
益   －     18,526     －    

４ その他   － － － 1,220 20,246 0.2 － 22,510 0.1 

Ⅶ 特別損失                    

１ 固定資産売却損 *3 －     2,170     259    

２ 固定資産除却損 *4 406     519     411    

３ 投資有価証券売
却損   －     780     －    

４ 役員退職金   33,530     16,670     33,847    

５ 店舗閉鎖損失  *5 60,497     3,890     60,497    

６ 店舗転貸損失  *6 192,061 286,495 2.9 － 24,031 0.2 192,061 287,076 1.7 

税金等調整前中
間(当期）純損失
(△) 

    △498,920 △5.1   △468,742 △4.7   △582,822 △3.5 

法人税、住民税
及び事業税   2,500     1,338     2,345    

還付法人税等   －     －     △2,140    

法人税等調整額   10,729 13,229 0.1 － 1,338 0.0 53,833 54,037 0.3 

中間(当期）純損
失(△)     △512,150 △5.2   △470,080 △4.7   △636,859 △3.8 
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(3) 中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書 
中間連結剰余金計算書 

 中間連結株主資本等変動計算書 
 当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 注記 
番号 金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）          

Ⅰ 資本剰余金期首残高     204,070   204,070 

Ⅱ 資本剰余金中間期末 
（期末）残高     204,070   204,070 

           

（利益剰余金の部）          

Ⅰ 利益剰余金期首残高     273,113   273,113 

Ⅱ 利益剰余金増加高          

１ 中間（当期）純利益   － － － － 

Ⅲ 利益剰余金減少高          

１ 中間（当期）純損失   512,150   636,859  

２ 配当金   － 512,150 － 636,859 

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
（期末）残高     △239,036   △363,746 

           

   株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高    
（千円） 364,520 204,070 △363,746 △11,404 193,439 

中間連結会計期間中の変動額           

中間純損失（△）     △470,080   △470,080 

自己株式の取得       △232 △232 

連結子会社増加による減少額
（△）     △219,555   △219,555 

合併による増加額 10,000 141,605 37,845   189,451 

株主資本以外の項目の中間連
結会計期間中の変動額（純
額） 

          

中間連結会計期間中の変動額合
計          （千円) 10,000 141,605 △651,790 △232 △500,417 

平成18年９月30日 残高     
（千円） 374,520 345,676 △1,015,537 △11,636 △306,977 
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  評価・換算差額等 

少数株主 
持分 

純資産合計 
 

その他 
有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ 
損益 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高    
（千円） 5,525 － △413 5,111   198,551 

中間連結会計期間中の変動額            

中間純損失（△）           △470,080 

自己株式の処分           △232 

連結子会社増加による減少額
（△）           △219,555 

合併による増加額           189,451 

株主資本以外の項目の中間連
結会計期間中の変動額（純
額） 

△661 656 241 236   236 

中間連結会計期間中の変動額合
計                 （千円) △661 656 241 236   △500,181 

平成18年９月30日 残高 
（千円） 4,863 656 △172 5,348   △301,629 
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(4) 中間連結キャッシュ・フロー計算書 

   
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度の連結
キャッシュ・フロー計
算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・
フロー        

税金等調整前中間（当期）
純損失（△）   △498,920 △468,742 △582,822 

減価償却費   38,609 85,209 69,756 

のれん償却額   － 4,861 － 

社債発行費償却   － 1,913 － 

賞与引当金の増加額 
（△減少額）   △17,826 915 △24,046 

貸倒引当金の増加額 
（△減少額）   △3,086 △18,526 6,230 

退職給付引当金の増加額 
（△減少額）   △3,919 1,761 △3,919 

受取利息及び受取配当金   △1,505 △4,808 △6,241 

支払利息   54,556 70,572 106,603 

投資有価証券売却益   － － △22,510 

投資有価証券売却損   － 780 － 

有形固定資産売却損   － 2,170 259 

無形固定資産売却益    △640 － － 

有形固定資産除却損   406 165 411 

無形固定資産除却損   － 354 － 

 店舗閉鎖損失   60,497 3,890 60,497 

 店舗転貸損失   192,061 － 192,061 

売上債権の減少額 
（△増加額）   187,883 △289,454 440,781 

その他資産の減少額   27,774 56,206 87,909 

たな卸資産の減少額 
（△増加額）   △72,659 108,085 △96,576 

仕入債務の減少額   △118,958 412,473 △31,700 

       その他負債の減少額   △81,469 △11,060 △116,303 

未払消費税等の増加額 
（△減少額）   △246 61,107 △26,559 

その他   △5,208 535 △7,500 

小計   △242,653 18,413 46,331 

利息及び配当金の受取額   1,513 2,844 6,236 

利息の支払額   △49,808 △71,065 △101,290 

法人税等の還付額   8,712 1,152 9,138 

営業活動によるキャッシュ・
フロー   △282,236 △48,655 △39,584 
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前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度の連結
キャッシュ・フロー計
算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・
フロー        

投資有価証券の取得による
支出   △619 △622 △1,240 

投資有価証券の売却による
収入   － 10,967 56,129 

有形固定資産の取得による
支出   △33,690 △58,353 △63,799 

有形固定資産の売却による
収入   － 1,552 513 

無形固定資産の取得による
支出   △4,214 △2,972 △4,214 

無形固定資産の売却による
収入    2,740 － 2,740 

保証金の払込による支出   △854 △31,961 △854 

保証金の回収による収入   11,726 24,820 19,556 

定期預金預入による支出   △15,526 △17,823 △252,701 

定期預金払戻による収入   120,500 115,000 311,149 

貸付けによる支出   △77,000 △2,000 △194,536 

貸付金の回収による収入   2,098 143,902 35,554 

投資活動によるキャッシュ・
フロー   5,159 182,508 △91,702 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・
フロー        

短期借入金の純増加額   272,293 307,647 90,021 

長期借入れによる収入   1,030,000 － 1,043,328 

長期借入金の返済による支
出   △810,686 △497,123 △1,139,776 

社債償還による支出   － △57,500 － 

自己株式の取得による支出   △11,040 △232 △11,238 

財務活動によるキャッシュ・
フロー   480,567 △247,207 △17,664 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換
算差額   4,697 241 7,587 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額
（△減少額）   208,187 △113,112 △141,364 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残
高   287,044 145,680 287,044 

Ⅶ 合併による現金及び現金同等
額の増加額   － 1,122,515 － 

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期
末（期末）残高 * 495,232 1,155,083 145,680 
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

───── 当社グループは、前連結会計年度

末に2期連続して経常損失の状態であ

りシンジケートローン（平成18年9月

30日現在残高1,260,000千円）の財務

制限条項に抵触する事実が発生いた

しました。また、当連結中間会計期

間末において債務超過の状態に陥り

ました。 

 財務制限条項に抵触したことによ

る期限の利益喪失については、シン

ジケートローン金融機関と交渉の結

果、平成18年6月6日付にて、期限の

利益喪失についての猶予（平成18年8

月31日まで）の承諾通知書を頂きま

した。その間、㈱オックスとの合併

契約があり、各金融機関から「合併

に関する同意通知書」を平成18年7月

31日に得ました。その後当社が平成

18年６月28日開催の臨時株主総会に

おいて㈱オックスとの合併が承認さ

れたため、今後の経営計画書の提出

及び合併に伴う監査手続期間を要す

るため、期限の利益喪失による期限

を平成18年12月15日まで猶予される

ことになりました。 

 当社グループは、合併実現後、営

業組織の再構築、商品アイテムの見

直し、管理部門の経費削減、借入金

の削減等、早急な経常利益確保のた

めの中期経営計画を作成し再スター

トさせております。 

 なお、平成18年10月16日に㈱加ト

吉に対して約17.5億円の第三者割当

増資を行い、同社の連結子会社とな

りました。同時に債務超過状態を回

避いたしました。  

 当該シンジケートローン金融機関

との契約は以上の経緯から更新され

るものと確信しております。 

連結財務諸表は継続企業を前提とし

て作成されており、上記のような重

要な疑義の影響を連結財務諸表には

反映しておりません。 

当社グループは、2期連続して経常

損失の状態にあり、また当連結会計

年度において大幅な損失を計上した

ことによりシンジケートローン（平

成18年3月31日現在残高1,470,000千

円）の財務制限条項に抵触する事実

が発生しております。当該状況によ

り、当社グループには継続企業の前

提に関する重要な疑義が存在してお

ります。 

 連結財務諸表提出会社である当社

は、当該状況を解消すべく、株式会

社オックスとの合併を軸に営業力を

強化するとともに、本社・営業所及

び管理部門の統合による経費削減を

はじめ卸売事業と外食店舗への共同

配送を行うことによる物流経費の削

減等の施策を推進し、経営の合理

化・効率化を図る方針であります。  

なお、財務制限条項に抵触したこと

により発生した期限の利益喪失につ

いては、シンジケートローン金融機

関との交渉の結果、平成18年6月6日

付にて、期限の利益喪失についての

猶予（平成18年8月31日まで）を承諾

する旨の通知を受領しております。 

なお、合併期日（平成18年8月1日）

後に取引金融機関に対し、シンジケ

ートローン契約の当該条項の適用免

除を含む契約変更等を要請する予定

でありますが、当該合併について各

金融機関より一定の理解を得ている

ことから、契約変更につき承諾を得

ることができるものと確信しており

ます。 

 連結財務諸表は継続企業を前提と

して作成されており、上記のような

重要な疑義の影響を連結財務諸表に

は反映しておりません。 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社の数  ２社 
連結子会社の名称 
㈱セイワ物流 
REXUS INTERNATIONAL  
CORPORATION 
  
  

連結子会社の数 ６社 
 連結子会社の名称  
  ㈱セイワ物流 
  REXUS INTERNATIONAL  
  CORPORATION 
  ㈱まだん 
  ㈱関西村さ来 
  ㈱ヒューマンウィズ 
  ㈲美竹商事  
  上記のうち、㈱まだん・㈱関  
 西村さ来・㈱ヒューマンウィ  
 ズ・㈲美竹商事については、当 
 中間連結会計期間において合併  
 した㈱オックスの子会社である 
 ため、連結の範囲に含めており 
 ます。 

連結子会社の数  ２社 
 連結子会社の名称 
  ㈱セイワ物流 
  REXUS INTERNATIONAL 
  CORPORATION 

２．持分法の適用に関する事
項 

 非連結子会社及び関連会社はあ
りません。 

持分法適用の関連会社数 １社 
  持分法適用会社の名称 
   OX(H.K.)COMPANY LIMITED 
 上記会社は、当中間連結会計期
間において合併した㈱オックスの
関連会社であるため、持分法の適
用範囲に含めております。 

  非連結子会社及び関連会社はあ
りません。 

３．連結子会社の中間決算日
（決算日）等に関する事
項 

 すべての連結子会社の中間決算
日は、中間連結決算日と一致して
おります。 

  連結子会社のうち、㈱まだ   
 ん・㈱関西村さ来・㈱ヒューマ  
 ンウィズの中間決算日は７月31  
 日であり、中間連結財務諸表の  
 作成に当たっては、中間決算日 
 現在の財務諸表を使用しており 
 ます。 
  また、㈲美竹商事の中間決算  
 日は5月31日であるため、当中間 
 連結財務諸表の作成について 
 は、7月31日現在で仮決算に基づ 
 く中間財務諸表を使用しており 
 ます。 
  ただし、中間連結決算日まで 
 の期間に発生した重要な取引に 
 ついては、連結上必要な調整を 
 行っております。 

 すべての連結子会社の事業年度
の末日は、連結決算日と一致して
おります。 

４．会計処理基準に関する事項      

(1）重要な資産の評価基準
及び評価方法 

① 有価証券 
その他有価証券 

ａ．時価のあるもの 
 中間連結会計期間末の市場
価格等に基づく時価法（評価
差額は全部資本直入法により
処理し、売却原価は移動平均
法により算定） 

① 有価証券 
その他有価証券 

ａ．時価のあるもの 
   中間連結会計期間末の市場  
  価格等に基づく時価法（評価 
  差額は全部純資産直入法によ 
  り処理し、売却原価は移動平 
  法により算定）   

① 有価証券 
その他有価証券 

ａ．時価のあるもの 
 当連結会計年度末の市場価
格等に基づく時価法（評価差
額は全部資本直入法により処
理し、売却原価は移動平均法
により算定） 

  ｂ．時価のないもの 
 移動平均法による原価法 

ｂ．時価のないもの 
同左 

ｂ．時価のないもの 
同左 

  ② デリバティブ 
 時価法 

② デリバティブ 
同左 

② デリバティブ 
同左 

  ③ たな卸資産 
ａ．商品・未着商品 
 主として個別法による原価
法 

③ たな卸資産 
ａ．商品・未着商品 

同左 

③ たな卸資産 
ａ．商品・未着商品 

同左 

  ｂ．貯蔵品 
 最終仕入原価法による原価
法 

ｂ．貯蔵品 
同左 

ｂ．貯蔵品 
同左 
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項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(2）重要な減価償却資産の
減価償却の方法 

① 有形固定資産 
 当社及び国内連結子会社は、
建物は定額法、建物以外につい
ては定率法、また、在外連結子
会社は定率法によっておりま
す。 
 なお、主な耐用年数は次のと
おりであります。 
建物及び構築物  ７～44年 
機械装置及び運搬具３～９年 
その他      ３～20年 

① 有形固定資産 
 当社は、建物（附属設備を含
む）は定額法、その他有形固定
資産については定率法によって
おります。また、国内連結子会
社は、建物（附属設備を除く）
は定額法、その他有形固定資産
については定率法によってお
り、在外連結子会社は定率法に
よっております。 
 なお、主な耐用年数は次のと
おりであります。 
建物及び構築物  ７～44年 
機械装置及び運搬具３～９年 
その他      ３～20年 

① 有形固定資産 
 当社及び国内連結子会社は、
建物は定額法、建物以外につい
ては定率法、また、在外連結子
会社は定率法によっておりま
す。 
 なお、主な耐用年数は次のと
おりであります。 
建物及び構築物  ７～44年 
機械装置及び運搬具３～９年 
その他      ３～20年 

  ② 無形固定資産 
 定額法によっております。な
お、自社利用のソフトウェアに
ついては、社内における利用可
能期間（５年）に基づいており
ます。 

② 無形固定資産 
      同左 

② 無形固定資産 
同左 

  ③ 投資その他の資産の「その
他」（賃貸資産） 
 建物は定額法、建物以外につ
いては定率法によっておりま
す。 
 なお、主な耐用年数は次のと
おりであります。 
建物及び構築物  ３～20年 
その他      ３～10年 

③   ─────── 
  
  

  
  

③ 投資その他の資産の「その 
他」（賃貸資産） 
 建物は定額法、建物以外につ
いては定率法によっておりま
す。 
 なお、主な耐用年数は次のと
おりであります。 
  建物及び構築物 ８～20年 
  その他     ６～10年 

 (3) 重要な繰延資産の処理
方法 

    ─────── 
  

 社債発行費 
 社債の償還までの期間にわた
り定額法により償却しておりま
す。  

    ─────── 
  

 (4）重要な引当金の計上基
準 

① 貸倒引当金 
 売上債権、貸付金等の貸倒損
失に備えるため、一般債権につ
いては貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債権について
は個別に回収可能性を考慮し、
回収不能見込額を計上しており
ます。 

① 貸倒引当金 
同左  

① 貸倒引当金 
同左  

  ② 賞与引当金 
 当社及び国内連結子会社は、
従業員の賞与の支給に備えるた
め、将来の支給見込額のうち、
当中間連結会計期間の負担額を
計上しております。 

② 賞与引当金 
同左 

② 賞与引当金 
 当社及び国内連結子会社は、
従業員の賞与の支給に備えるた
め、将来の支給見込額のうち、
当連結会計年度の負担額を計上
しております。 

  ③ ポイントカード引当金 

    ─────── 

 （追加情報） 

  当中間連結会計期間におい  

 て、焼肉店「あふさか牛太郎」 

 で実施しておりましたポイント 

 カード制度を廃止したため、ポ 

 イントカード引当金の計上は行 

 っておりません。 

    ─────── 

     

③ ポイントカード引当金 
    ─────── 
（追加情報） 
 当中間連結会計期間におい   
て、焼肉店「あふさか牛太郎」 
で実施しておりましたポイント 
カード制度を廃止したため、ポ 
イントカード引当金の計上は行 
っておりません。 
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項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  ④ 退職給付引当金 
 当社は、従業員の退職給付に
備えるため、当中間連結会計期
間末の年金財政計算における責
任準備金により見込まれる退職
給付債務及び年金資産の額に基
づき、当中間連結会計期間末に
おいて発生していると認められ
る額を計上しております。な
お、国内連結子会社は、中小企
業退職金共済制度に加入してお
ります。 

④ 退職給付引当金 
  当社は、従業員の退職給付
に備えるため、当中間連結会計
期間末の年金財政計算における
責任準備金により見込まれる退
職給付債務及び年金資産の額に
基づき、当中間連結会計期間末
において発生していると認めら
れる額を計上しております。な
お、一部の国内連結子会社は、
中小企業退職金共済制度に加入
しております。 

④ 退職給付引当金 
 当社は、従業員の退職給付に
備えるため、当連結会計年度末
の年金財政計算における責任準
備金により見込まれる退職給付
債務及び年金資産の額に基づ
き、当連結会計年度末において
発生していると認められる額を
計上しております。 

(5）重要な外貨建の資産又
は負債の本邦通貨への
換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間連
結決算日の直物為替相場により円
貨に換算し、換算差額は損益とし
て処理しております。なお、在外
子会社の資産及び負債は、中間連
結決算日の直物為替相場、収益及
び費用は期中平均相場により円貨
に換算しており、換算差額は資本
の部における為替換算調整勘定に
含めております。 

 外貨建金銭債権債務は、中間連
結決算日の直物為替相場により円
貨に換算し、換算差額は損益とし
て処理しております。なお、在外
子会社の資産及び負債は、中間連
結決算日の直物為替相場、収益及
び費用は期中平均相場により円貨
に換算しており、換算差額は純資
産の部における為替換算調整勘定
に含めております。 

 外貨建金銭債権債務は、連結決
算日の直物為替相場により円貨に
換算し、為替差額は損益として処
理しております。なお、在外子会
社の資産及び負債は、連結決算日
の直物為替相場、収益及び費用は
期中平均相場により円貨に換算し
ており、換算差額は資本の部にお
ける為替換算調整勘定に含めてお
ります。 

(6）重要なリース取引の処
理方法 

 当社及び国内連結子会社は、リ
ース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引については、
通常の賃貸借取引に係る方法に準
じた会計処理によっております。 

同左 同左 

(7）重要なヘッジ会計の方
法 

① ヘッジ会計の方法 
 繰延ヘッジ処理によっており
ます。なお、為替予約取引につ
いて振当処理の要件を充たして
いる場合には振当処理を、金利
スワップ取引について特例処理
の要件を充たしている場合には
特例処理を採用しております。 

① ヘッジ会計の方法 
      同左 

① ヘッジ会計の方法 
同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 
ａ．ヘッジ手段…為替予約取

引 
  ヘッジ対象…外貨建金銭

債務及び外
貨建予定取
引 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 
 ａ．ヘッジ手段…同左 
  ヘッジ対象…同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 
 ａ．ヘッジ手段…同左 
  ヘッジ対象…同左 

  ｂ．ヘッジ手段…金利スワッ
プ取引 

  ヘッジ対象…借入金の支
払利息 

ｂ．ヘッジ手段…同左 
  ヘッジ対象…同左 

 ｂ．ヘッジ手段…同左 
  ヘッジ対象…同左 

  ③ ヘッジ方針 
 外貨建の商品代金の支払いに
ついて、将来の取引市場での為
替相場変動リスクを回避するこ
と及び借入金に係る金利の相場
変動によるリスクを回避するこ
とを目的に行っております。原
則として外貨建仕入契約の残高
の範囲内で為替予約取引を、借
入金残高の範囲内で金利スワッ
プ取引を利用することとし、投
機目的のデリバティブ取引は、
行わない方針であります。 

③ ヘッジ方針 
      同左 

③ ヘッジ方針 
同左 
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項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 
 キャッシュ・フロー変動を完
全に相殺するものと想定するこ
とができるため、ヘッジの有効
性の判定は省略しております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 
同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 
同左 

(8）その他中間連結財務諸
表（連結財務諸表）作
成のための基本となる
重要な事項 

消費税等の会計処理 
 当社及び国内連結子会社の消費
税等の会計処理は、税抜方式を採
用しております。 

消費税等の会計処理 
同左 

消費税等の会計処理 
同左 

５．中間連結キャッシュ・フ
ロー計算書（連結キャッ
シュ・フロー計算書）に
おける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な
預金及び容易に換金可能であり、
かつ、価値の変動について僅少な
リスクしか負わない取得日から３
ヶ月以内に償還期限の到来する短
期投資からなっております。 

同左 同左 
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会計処理方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 （固定資産の減損に係る会計基準） 
  当中間連結会計期間より、固定資 
産の減損に係る会計基準（「固定資
産の減損に係る会計基準の設定に関
する意見書」（企業会計審議会 平
成14年８月９日））及び「固定資産
の減損に係る会計基準の適用指針」
（企業会計基準適用指針第６号 平
成15年10月31日）を適用しておりま
す。これによる損益に与える影響は
ありません。 

───── 

  

（固定資産の減損に係る会計基準）  
 当連結連結年度より、固定資産の減
損に係る会計基準（「固定資産の減
損に係る会計基準の設定に関する意
見書」（企業会計審議会 平成14年
８月９日））及び「固定資産の減損
に係る会計基準の適用指針」（企業
会計基準適用指針第６号 平成15年
10月31日）を適用しております。こ
れによる損益に与える影響はありま
せん。  

───── （貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準） 
 当中間連結会計期間より、「貸借
対照表の純資産の部の表示に関する
会計基準」（企業会計基準第5号 
平成17年12月9日）及び「貸借対照
表の純資産の部の表示に関する会計
基準等の適用指針」（企業会計基準
適用指針第8号 平成17年12月9日）
を適用しております。 
 これまでの資本の部の合計に相当
する金額は△302,286千円でありま
す。  
 なお、当中間連結会計期間におけ
る中間連結貸借対照表の純資産の部
について、中間連結財務諸表規則の
改正に伴い、改正後の中間連結財務
諸表規則により作成しております。 
 （企業結合に係る会計基準等） 
 当中間連結会計期間から「企業結
合に係る会計基準」（企業会計審議
会平成15年10月31日）及び「事業分
離等に関する会計基準」（企業会計
基準委員会 平成17年12月27日 企
業会計基準第7号)並びに「企業結合
会計基準及び事業分離等会計基準に
関する適用指針」（企業会計基準委
員会 平成17年12月27日 企業会計
基準第10号）を適用しております。 

───── 
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表示方法の変更 

追加情報  

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

───── （中間連結貸借対照表） 
 前連結会計期間まで区分掲記しておりました「機械装置
及び運搬具」（当中間連結会計期間末残高11,477千円）
「土地」（当中間連結会計期間末残高497,525千円）は、
資産の合計額の100分の５以下となったため、有形固定資
産の「その他」に含めて表示することにしました。 
 また、前連結会計期間まで区分掲記しておりました「保
険積立金」（当中間連結会計期間末残高167,698千円）
は、資産の合計額の100分の５以下となったため、投資そ
の他の資産の「その他」に含めて表示することにしまし
た。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 前連結会計年度まで有形固定資産、
無形固定資産及び投資その他の資産の
その他（長期前払費用）に掲記してお
りました焼肉店「あふさか牛太郎」の
資産は、平成17年６月16日付にて20店
舗を転貸したため、当中間連結会計期
間より転貸資産については投資その他
の資産の「その他」（賃貸資産）に
275,107千円振り替えております。 
 これに伴い、前連結会計年度まで販
売費及び一般管理費に含めて表示して
おりました焼肉店「あふさか牛太郎」
20店舗に係る賃貸費用は、当中間連結
会計期間より営業外費用の「賃貸料原
価」として計上しております。また、
上記転貸に伴い、当中間連結会計期間
より受け取っている転貸料について
は、営業外収益の「賃貸料」として計
上しております。 

 賃貸料収入及び賃貸料原価は、従来
営業外収益及び営業外費用にそれぞれ
計上しておりましたが、平成18年8月
28日開催の当社臨時株主総会におい
て、事業目的に「不動産の売買、仲
介、賃貸および管理」を追加すること
の承認を受けており平成18年8月度よ
り賃貸料収入を売上高に、賃貸料原価
を売上原価に計上することに変更しま
した。 
 この結果、従来の方法によった場合
に比べて売上高は61,971円、売上原価
は70,730千円それぞれ増加し、営業外
収益及び営業外費用はそれぞれ同額減
少しております。 
 これに伴い、当中間連結会計期間に
おいて、投資その他の資産の「賃貸資
産」は有形固定資産の「建物及び構築
物」、「工具器具備品」、無形固定資
産及び長期前払費用へ帳簿価額でそれ
ぞれ251,936千円、4,754千円、974千
円、548千円を振替えております。 
  

 平成17年6月16日付にて焼肉店「あ
ふさか牛太郎」20店舗を転貸したた
め、前連結会計年度まで有形固定資
産、無形固定資産及び投資その他の資
産の「その他」（長期前払費用）に掲
記しておりました当該転貸資産は、当
連結会計年度より、投資その他の資産
の「その他」（賃貸資産）に256,815
千円振り替えております。 
 これに伴い、前連結会計年度まで販
売費及び一般管理費に含めて表示して
おりました焼肉店「あふさか牛太郎」
20店舗に係る費用は、当連結会計年度
より営業外費用の「賃貸料原価」とし
て計上しております。また、上記転貸
に伴い、当連結会計年度より受け取っ
ている転貸料については、営業外収益
の「賃貸料」として計上しておりま
す。  
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注記事項 
（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

＊１ 減価償却累計額 
有形固定資産 437,342千円
投資その他の資
産（賃貸資産） 

174,610千円

＊１ 減価償却累計額 
有形固定資産 1,914,567千円

＊１ 減価償却累計額 
有形固定資産 442,080千円
投資その他の資
産（賃貸資産） 

190,774千円

＊２ 担保に供している資産及びこ
れに対応する債務 

(1）担保に供している資産 

＊２ 担保に供している資産及びこ
れに対応する債務 

(1）担保に供している資産 

＊２ 担保に供している資産及びこ
れに対応する債務 

(1）担保に供している資産 
現金及び預金 189,463千円
建物及び構築物 436,559千円
土地 666,661千円
保険積立金 222,611千円
その他 
(投資有価証券) 

 85,134千円

計 1,600,430千円

現金及び預金    416,664千円
建物及び構築物    473,729千円
土地    497,525千円
保証金    719,909千円
投資その他の資産
のその他 

   173,033千円

計  2,280,861千円

現金及び預金 308,610千円
建物及び構築物  428,382千円
土地 666,661千円
保険積立金 159,126千円
その他 
(投資有価証券) 

32,311千円

計 1,595,091千円

(2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務 

短期借入金 1,894,595千円
長期借入金 
(１年内の返済予定
額を含む) 

2,425,990千円

関税等の未払金に
対する損害保険会
社による保証 

  356,863千円

計 4,677,448千円

短期借入金  2,085,514千円
長期借入金 
(１年内の返済予定
額を含む) 

 2,960,740千円

社債 
(１年内の償還予定
額を含む) 

 612,500千円

関税等の未払金に
対する損害保険会
社による保証 

  438,334千円

未払金   23,237千円
固定負債のその他   69,104千円

計  6,189,430千円

短期借入金 1,682,210千円
長期借入金 
(１年内の返済予定
額を含む) 

2,172,428千円

関税等の未払金に
対する損害保険会
社による保証 

316,118千円

計 4,170,757千円

 ３ 偶発債務 
 金融機関からの借入に対し次
のとおり債務保証を行っており
ます。 

 ３ 偶発債務 
 金融機関からの借入に対し次
のとおり債務保証を行っており
ます。 

 ３ 偶発債務 
 金融機関からの借入に対し次
のとおり債務保証を行っており
ます。 

従業員（７名）   668千円 ㈱まだん 213,205千円
㈱豆乃屋 70,932千円
従業員(６名) 1,072千円

従業員（５名） 1,095千円
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前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

  ４ 当社は、長期安定資金を確保
し財務基盤の強化を図るため、
主力取引銀行４行との間で、分
割実行可能期間付シンジケート
ローン契約を締結しておりま
す。この契約に基づく当中間連
結会計期間末の借入未実行額は
次のとおりであります。 
貸出コミット
メントの総額 

 1,800,000千円

借入実行残高 1,800,000千円

差引額 －千円

  ４ 当社は、長期安定資金を確保
し財務基盤の強化を図るため、
主力取引銀行４行との間で、分
割実行可能期間付シンジケート
ローン契約を締結しておりま
す。この契約に基づく当中間連
結会計期間末の借入未実行額は
次のとおりであります。 
貸出コミット
メントの総額 

 1,800,000千円

借入実行残高 1,800,000千円

差引額 －千円

 ４ 当社は、長期安定資金を確保
し財務基盤の強化を図るため、
主力取引銀行４行との間で、分
割実行可能期間付シンジケート
ローン契約を締結しておりま
す。この契約に基づく当連結会
計年度末の借入未実行額は次の
とおりであります。 
貸出コミット
メントの総額 

1,800,000千円

借入実行残高 1,800,000千円

差引額 －千円

＊５    ─────── ＊５ 中間連結会計期間末日満期手  
形 
 中間連結会計期間末日満期手
形の会計処理については、手形
交換日をもって決済処理してお
ります。なお、当中間連結会計
期間の末日は金融機関の休日で
あったため、次の中間連結会計
期間末日満期手形が中間連結会
計期間末残高に含まれておりま
す。 
 受取手形     947千円 
 支払手形   26,214千円 

 ５    ─────── 
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（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

＊１ 販売費及び一般管理費のうち
主要な費目及び金額は、次のと
おりであります。 

＊１ 販売費及び一般管理費のうち
主要な費目及び金額は、次のと
おりであります。 

＊１ 販売費及び一般管理費のうち
主要な費目及び金額は、次のと
おりであります。 

荷造運賃  116,680千円
貸倒引当金繰入額 10,079千円
給料手当 188,329千円
賞与引当金繰入額 19,033千円
退職給付引当金繰
入額 

976千円

賃借料 113,597千円

給料手当 615,064千円
賞与引当金繰入額 14,383千円
退職給付引当金繰
入額 

   2,460千円

賃借料 314,349千円

荷造運賃 214,582千円
貸倒引当金繰入額 18,904千円
給料手当 289,277千円
賞与引当金繰入額 13,458千円
退職給付費用 4,903千円
賃借料 132,266千円
         

＊２    ────── ＊２ 固定資産売却益内訳は次のと
おりであります。 
工具器具備品 500千円

＊２    ────── 
   

＊３    ────── 
  

＊３ 固定資産売却損の内訳は次の
とおりであります。 
建物 1,491千円
工具器具備品    367千円
機械装置及び運搬
具 

  311千円

＊３ 固定資産売却損の内訳は次の
とおりであります。 
機械装置及び運搬
具 

259千円

＊４ 固定資産除却損の内訳は次の
とおりであります。 

＊４ 固定資産除却損の内訳は次の
とおりであります。 

＊４ 固定資産除却損の内訳は次の
とおりであります。 

機械装置及び運搬
具 

252千円

有形固定資産のそ
の他 

153千円

無形固定資産のそ
の他 

354千円

工具器具備品    165千円

機械装置及び運搬
具 

252千円

有形固定資産のそ
の他 

158千円

＊５ 店舗閉鎖損失の内訳は次のと
おりであります。 

＊５ 店舗閉鎖損失の内訳は次のと
おりであります。 

＊５ 店舗閉鎖損失の内訳は次のと
おりであります。     

建物附属設備除却
損 

29,529千円

構築物除却損 745千円
工具器具備品除却
損 

663千円

保証金解約損   12,270千円
リース解約損   9,258千円
原状回復費用   8,030千円

工具器具備品
除却損 

       1,140千円

保証金解約損    2,200千円
解約違約金   550千円

建物附属設備除却
損 

29,529千円

構築物除却損 745千円
工具器具備品除却
損 

663千円

保証金解約損 12,270千円
リース解約損 9,258千円
原状回復費用   8,030千円

＊６ 店舗転貸損失の内訳は次のと
おりであります。 

＊６    ────── ＊６ 店舗転貸損失の内訳は次のと
おりであります。 

建物附属設備除却
損 

190,128千円

ポイントカード廃
棄損 

  1,045千円

リース解約損   888千円

  建物附属設備除却
損 

190,128千円

ポイントカード廃
棄損 

  1,045千円

リース解約損   888千円
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（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

 （注）１．普通株式の発行済株式総数の増加13,001,250は、平成18年8月1日付の㈱オックスとの合併により交付した普
通株式であります。 

  
（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  
前連結会計年度末 
株式数（千株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（千株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間
末株式数（千株） 

 発行済株式        

   普通株式 （注）１ 5,368,000 13,001,250 － 18,369,250 

合計 5,368,000 13,001,250 － 18,369,250 

 自己株式         

   普通株式  49,490 1,250 － 50,740 

合計 49,490 1,250 － 50,740 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

＊ 現金及び現金同等物の中間期末
残高と中間連結貸借対照表に掲記
されている科目の金額との関係 

＊ 現金及び現金同等物の中間期末
残高と中間連結貸借対照表に掲記
されている科目の金額との関係 

＊ 現金及び現金同等物の期末残高
と連結貸借対照表に掲記されてい
る科目の金額との関係 

（平成17年９月30日現在） （平成18年９月30日現在） （平成18年３月31日現在） 

  (千円)
現金及び預金勘定 1,339,562
預入期間が３か月を
超える定期預金 

△844,330

現金及び現金同等物 495,232

  (千円)
現金及び預金勘定 2,092,618
預入期間が３か月を
超える定期預金 

△937,535

現金及び現金同等物 1,155,083

  (千円)
現金及び預金勘定 1,036,535
預入期間が３か月を
超える定期預金 

△890,855

現金及び現金同等物 145,680
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① リース取引 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引 

  リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引 

1 リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額,減損損失累計
額相当額及び中間期末残高相当額 

1 リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額,減損損失累計
額相当額及び中間期末残高相当額 

1 リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額及び期末残高
相当額 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

中間期末
残高相当
額 
（千円） 

機械装置
及び運搬
具 

4,635 － 4,635 

有形固定
資産のそ
の他 

99,718 77,923 21,794 

無形固定
資産 38,387 22,947 15,439 

投資その
他の資産
のその他 

552,346 413,008 139,338 

合計 695,087 513,879 181,207 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

減損損
失累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

機械
装置
及び
運搬
具 

13,230 2,017 － 11,212 

有形
固定
資産
のそ
の他 

1,371,722 864,947 81,417 425,357 

無形
固定
資産 

168,619 107,677 － 60,941 

合計 1,553,571 974,641 81,417 497,512 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

機械装置
及び運搬
具 

4,635 618 4,017 

有形固定
資産のそ
の他 

99,541 86.7 12,840 

無形固定
資産 38,387 26,786 11,600 

 投資そ
の他の資
産のその
他 

468,834 383,876 84,957 

合計 611,398 497,981 113,416 

（追加情報）  
 前連結会計年度まで建物及び構築
物、有形固定資産のその他、無形固
定資産に掲記しておりました焼肉店
「あふさか牛太郎」のリース資産
は、平成17年６月16日付にて20店舗
を転貸したため、当中間連結会計期
間より転貸資産については投資その
他の資産のその他に振り替えており
ます。 

（追加情報）  
      ────── 
  

 （追加情報）  
 前連結会計年度まで建物及び
構築物、有形固定資産のその
他、無形固定資産に掲記してお
りました焼肉店「あふさか牛太
郎」のリース資産は、平成17年
６月16日付にて20店舗を転貸し
たため、当中間連結会計期間よ
り転貸資産については投資その
他の資産のその他に振り替えて
おります。      

2 未経過リース料中間期末残高相当
額等 

  未経過リース料中間期末残高相  
当額 

2 未経過リース料中間期末残高相当
額等 

  未経過リース料中間期末残高相  
当額 

2 未経過リース料期末残高相当額等 
  

  未経過リース料期末残高相当額 

１年内    125,337千円
１年超 64,218千円
合計 189,556千円

１年内 253,956千円
１年超 270,266千円
合計 524,223千円

１年内 90,491千円
１年超 28,886千円
合計 119,378千円

   リース資産減損勘定の残高 
58,332千円 

  

3 支払リース料、リース資産減損勘
定の取崩額、減価償却費相当額、
支払利息相当額及び減損損失 

3 支払リース料、リース資産減損勘
定の取崩額、減価償却費相当額、
支払利息相当額及び減損損失 

3 支払リース料、減価償却費相当額
及び支払利息相当額 

支払リース料 72,512千円
減価償却費相当額 68,531千円
支払利息相当額 2,744千円

支払リース料 95,964千円
リース資産減損勘
定の取崩額 

4,541千円

減価償却費相当額 83,751千円
支払利息相当額 4,509千円

支払リース料 128,146千円
減価償却費相当額 120,634千円
支払利息相当額 4,635千円
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前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

4 減価償却費相当額の算定方法 
 リース期間を耐用年数とし、残
存価額を零とする定額法によって
おります。 

4 減価償却費相当額の算定方法 
同左 

4 減価償却費相当額の算定方法 
同左 

5 利息相当額の算定方法 
 リース料総額とリース物件の取
得価額相当額の差額を利息相当額
とし、各期への配分方法について
は、利息法によっております。 

5 利息相当額の算定方法 
同左 

5 利息相当額の算定方法 
同左 

（減損損失について） 
 リース資産に配分された減損損失
はありません。 

 （減損損失について） 
────── 

 （減損損失について） 
 リース資産に配分された減損損失
はありません。 
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② 有価証券 
前中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 
１．その他有価証券で時価のあるもの 

当中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 
１．その他有価証券で時価のあるもの 

前連結会計年度末（平成18年３月31日） 
１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

  取得原価（千円） 中間連結貸借対照表計
上額（千円） 差額（千円） 

(1）株式 70,642 100,798 30,155 

(2）債券      

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 70,642 100,798 30,155 

  取得原価（千円） 中間連結貸借対照表計
上額（千円） 差額（千円） 

(1）株式 26,519 35,419 8,900 

(2）債券      

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 52,823 35,419 17,403 

  取得原価（千円） 連結貸借対照表計上額 
（千円） 差額（千円） 

(1）株式 37,644 47,740 10,096 

(2）債券      

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 37,644 47,740 10,096 
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③ デリバティブ取引 
 前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成18年４月１
日 至平成18年９月30日）及び前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 
（注） ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引及び外貨建金銭債権債務等に先物為替予約が付されてい
   ることにより決済時における円価額が確定している外貨建金銭債権債務等で、中間連結（連結）貸借対照
   表に当該円貨額により計上しているものについては、開示の対象から除いております。 
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④ セグメント情報 
ａ．事業の種類別セグメント情報 

前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 
事業内容の種類により区分しております。 

２．各事業区分の主な内容 
(1) 卸売事業…食肉及び食肉加工品の卸売 
(2) 外食事業…主に焼肉店舗等の店舗展開・運営 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は128,767千円であり、その主なも
のは当社の総務、経理部門等の管理部門に係る費用であります。 

（追加情報） 
   前連結会計年度まで販売費及び一般管理費に含めて表示しておりました外食事業（焼肉店「あふさか牛太

郎」）に係る賃貸費用は、「４[中間連結財務諸表等][追加情報]」に記載のとおり、平成17年６月16日付に
て20店舗を転貸したため、当該賃貸費用については、当中間連結会計期間より営業外費用の「賃貸料原価」
として計上しております。 

当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 
事業内容の種類により区分しております。 

２．各事業区分の主な内容 
(1) 卸売事業           食肉及び食肉加工品の卸売 
(2) 外食・ホテル事業  「地鶏ごちそう処 とりひめ」をはじめとする外食店舗とホテルの運営を行ってお

ります。 
３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は127,439千円であり、その主なも

のは当社の総務、経理部門等の管理部門に係る費用であります。 
（追加情報） 
   前連結会計年度に営業外費用に含めて表示しておりました外食事業（焼肉店「あふさか牛太郎」）に係る賃

貸費用は、「４[中間連結財務諸表等][追加情報]」に記載のとおり、平成18年8月28日開催の当社臨時株主
総会において、事業目的に「不動産の売買、仲介、賃貸および管理」を追加することの承認を受けており平
成18年8月度より賃貸料収入を売上高に、賃貸料原価を売上原価に計上することに変更しました。 

 
卸売事業 
（千円） 

外食事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

売上高          

(1）外部顧客に対する売上高 9,311,623 381,790 9,693,414 － 9,693,414 

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高 50,406 － 50,406 (50,406) － 

計 9,362,030 381,790 9,743,821 (50,406) 9,693,414 

営業費用 9,301,166 442,330 9,743,497 78,360 9,821,857 

営業利益又は営業損失（△） 60,864 △60,539 324 (128,767) △128,442 

 
卸売事業 
（千円） 

外食・ホテル
事業 

（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

売上高          

(1）外部顧客に対する売上高 7,945,814 1,859,077 9,804,892 － 9,804,892 

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高 － － － － － 

計 7,945,814 1,859,077 9,804,892 － 9,804,892 

営業費用 7,923,694 2,128,475 10,052,170 132,300 10,184,471 

営業利益又は営業損失（△） 22,119 △269,398 △247,278 (132,300) △379,579 
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前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 
事業内容の種類により区分しております。 

２．各事業区分の主な内容 
(1) 卸売事業…食肉及び食肉加工品の卸売 
(2) 外食事業…主に焼肉店等の店舗展開・運営 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は272,073千円であり、その主なも
のは当社の総務、経理部門等の管理部門に係る費用であります。 
（追加情報） 
 「４[連結財務諸表等][追加情報]」に記載のとおり、前連結会計年度まで販売費及び一般管理費に含めて
表示しておりました外食事業（焼肉店「あふさか牛太郎」）に係る費用のうち、平成17年6月16日付にて転
貸した20店舗に係る費用については、当連結会計年度より営業外費用の「賃貸料原価」に計上しておりま
す。また、上記のとおり、当連結会計年度より外食事業を転貸したため、当該資産及び減価償却費の事業区
分を従来の「外食事業」より「全社」に変更しております。なお、これによる影響額は、資産については
694,177千円（投資その他の資産の「その他」（賃貸資産）に振り替えた転貸に係る資産256,815千円を含
む）、減価償却費については42,709千円であります。 

ｂ．所在地別セグメント情報 
前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

 （注）１．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 
(1) 国又は地域の区分の方法は地理的近接度によっております。 
(2) 各区分に属する主な国又は地域 

北米 … 米国 
２．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は128,767千円であり、その主なも

のは当社の総務、経理部門等の管理部門に係る費用であります。 
（追加情報） 
   前連結会計年度まで販売費及び一般管理費に含めて表示しておりました日本（焼肉店「あふさか牛太郎」）

に係る賃貸費用は、「第５[経理の状況]１[中間連結財務諸表等](1)[中間連結財務諸表][追加情報]」に記
載のとおり、平成17年６月16日付にて20店舗を転貸したため、当該賃貸費用については、当中間連結会計期
間より営業外費用の「賃貸料原価」として計上しております。 

 
卸売事業 
（千円） 

外食事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

売上高          

(1）外部顧客に対する売上高 16,511,126 392,046 16,903,173 － 16,903,173 

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高 50,406 － 50,406 (50,406) － 

計 16,561,533 392,046 16,953,580 (50,406) 16,903,173 

営業費用 16,414,370 457,239 16,871,609 (175,769) 17,047,379 

営業利益又は営業損失（△） 147,162 △65,192 81,970 (226,176) △144,206 

 
日本 

（千円） 
北米 

（千円） 
計 

（千円） 
消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

売上高          

(1）外部顧客に対する売上高 9,687,657 5,757 9,693,414 － 9,693,414 

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高 － 109,295 109,295 (109,295) － 

計 9,687,657 115,052 9,802,710 (109,295) 9,693,414 

営業費用 9,683,325 122,452 9,805,777 16,080 9,821,857 

営業利益又は営業損失（△） 4,331 △7,399 △3,067 (125,375) △128,442 
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当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 
本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 
(1) 国又は地域の区分の方法は地理的近接度によっております。 
(2) 各区分に属する主な国又は地域 

北米 … 米国 
２．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は226,176千円であり、その主なも

のは当社の総務、経理部門等の管理部門に係る費用であります。 

ｃ．海外売上高 
 前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成18年４月
１日 至平成18年９月30日）及び前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 
 海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

 
日本 

（千円） 
北米 

（千円） 
計 

（千円） 
消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

売上高          

(1）外部顧客に対する売上高 16,897,229 5,943 16,903,173 － 16,903,173 

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高 － 109,295 109,295 (109,295) － 

計 16,897,229 115,239 17,012,468 (109,295) 16,903,173 

営業費用 16,807,486 126,600 16,934,086   17,047,379 

営業利益又は営業損失（△） 89,742 △11,360 78,381 (222,588) △144,206 

-32-



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額又は１株当たり中間純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当
期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 62.59円

１株当たり中間純損失
金額 

95.65円

 なお、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額については、潜在株
式は存在するものの、１株当たり中
間純損失であるため記載しておりま
せん。 

１株当たり純資産額   △16.47円

１株当たり中間純損失
金額 

     48.70円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当
期純利益金額については、潜在株式は
存在するものの、１株当たり中間純損
失であるため記載しておりません。 

１株当たり純資産額          37.33円

１株当たり当期純損失
金額 

      119.34円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期
純利益金額については、潜在株式は存在
するものの、１株当たり当期純損失であ
るため記載しておりません。 

 
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり中間（当期）純利益金額又
は１株当たり中間純損失金額 

     

 中間（当期）純利益又は中間純損失 
 （△）（千円） 

△512,150 △470,080 △636,859 

 普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

 普通株式に係る中間（当期）純利益  
  又は普通株式に係る中間純損失（△） 
  （千円） 

△512,150 △470,080 △636,859 

 期中平均株式数（千株） 5,354 9,652 5,336 

       

潜在株式調整後１株当たり中間（当
期）純利益金額 

     

 中間（当期）純利益調整額（千円） － － － 

 普通株式増加数（千株） － － － 

  （うち新株引受権） (－) (－) (－) 

  

希薄化効果を有しないため、潜在株式
調整後１株当たり中間（当期）純利益
の算定に含めなかった潜在株式の概要 

旧商法280条ノ19の規定
による新株引受権方式
ストックオプション
（目的となる株式の数
220,000株）。 

旧商法280条ノ19の規定
による新株引受権方式
ストックオプション
（目的となる株式の数
220,000株）及び平成18
年6月28日臨時株主総会
決議による合併による
新株予約権の交付（株
式の数 3,093,750株） 

旧商法280条ノ19の規定
による新株引受権方式
ストックオプション
（目的となる株式の数
220,000株）。 

-33-



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ─────── 第三者割当による新株式発行 
平成18年9月29日開催の当社取締役会
において、第三者割当による新株式
発行について決議し、実行いたしま
した。 
①募集株式数         9,500,000株 
②払込金額    1株につき 184円 
③払込金額の総額 1,748,000,000円 
④増加する資本金   874,000,000円 
⑤増加する資本準備 874,000,000円 
⑥申込期日 平成18年10月16日(月) 
⑦払込期日 平成18年10月16日(月) 
⑧新株券交付 
      平成18年10月16日（月） 
⑨割当先          株式会社加ト吉 
⑩割当株式数         9,500,000株 
⑪新株式の継続所有等の取決めに関  
 する事項 
  当社は割当先に対し、割当新株 
 式を発行日（平成18年10月16日) 
  から2年間において、当該株式の全 
  部又は一部を譲渡した場合には、  
  直ちにその内容を当社に書面に 
  より報告する旨の確約を頂いてお  
 ります。 
⑫増資調達資金の使途 
    運転資金に充当 

合併の基本合意解消及び新たな合併
の基本合意について 
  当社は平成18年５月１日開催の取
締役会において、株式会社アイマッ
クコーポレーションと平成18年３月
23日に締結いたしました「合併に関
する基本合意書」を解消いたしまし
た。また、当社は同日開催の取締役
会において、株式会社オックスと平
成18年８月１日を合併期日とする
「合併に関する基本合意書」を承認
し、これを締結いたしました。その
後、平成18年５月26日開催の取締役
会において、「合併契約書」を締結
いたしました。 
 「合併契約書」の要旨は次のとお
りです。  
(1)目的 
     当社は、主として輸入牛肉を中 
  心に食肉の販売を行い、各食肉 
   問屋及び外食産業へ販売しており 
   ます。株式会社オックスは、主と 
  して外食事業の多業態経営及びア 
  ミューズメント事業としてカラオ 
   ケ店舗の経営、ホテル事業を展開 
  しております。 
   両社は、「食」を通じた事業を 
  展開しており、合併により、当社 
  が長年培ってきた原材料の仕入チ 
   ャネルを活用し、国内・海外より 
  高品質、高付加価値の商品の開 
  発と安定供給を行い、また、株式 
  会社オックスが展開する多業態の 
  外食事業より得た顧客ウォンツ 
  を具現化するために、店舗・開発 
  者・購買者のグループマネージメ 
  ントを強化し、自社、他社への 
  提案力を強め販売の拡大を目指し 
  ます。     
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前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

        また、本社・営業所及び管理部 
  門を統合し、卸売事業と外食店舗 
   への共同配送を行うことにより、 
   流通コストの削減を図り競争力を 
   高め物流体制の再編を行います。 
   株式会社オックスが多業態展開す 
  る外食事業から得たノウハウを活 
  用し、人材派遣、リニューアル、 
  業態変更等が可能であり、当社が 
  転貸中の店舗についても、より合 
  理的で、効率的な運営が可能とな 
  ります。 
    合併後は両社の強みを生かし、 
  今後の食の多様化に対応し、顧客 
  の視点にたった食肉卸売事業と外 
  食・ホテル事業を展開していくこ 
  とを目指して、両社対等の精神で 
  合併に向け具体的に進めてまいり 
  ます。 
(2)合併する相手会社の名称 
   株式会社オックス 
(3)合併の方法、合併後の会社の名称 
   ①合併の方法 
     当社を存続会社とし、株式会社 
   オックスは解散することになり 
   ます。 
   ②合併後の会社の名称 
     シンワオックス株式会社 
(4)合併比率、合併交付金 
   ①合併比率 
     株式会社オックスの普通株式１ 
    株に対して、当社の普通株式 
     1,875株を割当交付いたしま 
   す。 
   ②合併交付金 
     合併交付金の支払いはありませ 
     ん。 
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前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

    (5)株式会社オックスの概要（平成18 
   年１月31日現在） 
   事業内容    ①飲食店、居酒 
          屋及び喫茶店の 
          経営 
                 ②ホテルの経営 
   設立年月    平成８年２月 
   本店所在地  大阪市北区梅田二 
         丁目１番21号レイ 
                ズ梅田ビル３階 
   代表者    代表取締役社長 
                 今田 輝幸 
   資本金    435百万円 
   株主資本   751百万円 
   総資産    6,363百万円 
   売上高    9,644百万円 
(6)合併の時期  平成18年８月１日 
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５．生産、受注及び販売の状況 
(1）仕入実績 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間における主な相手先別の仕入実績及び当該仕入実績の総仕入実

績に対する割合は次のとおりであります。 

３．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

４．当中間連結会計期間におけるAUSTRALIA MEAT HOLDING PTY. LTD.及び前中間連結会計期間におけるウエスト

ジャパン㈱の仕入実績の総仕入実績に対する割合は100分の10未満であるため、記載は省略しております。 

(2）生産実績 

 該当事項はありません。 

(3）受注状況 

 該当事項はありません。 

(4）販売実績 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別 
セグメントの名称 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

金額（千円） 構成比（％） 金額（千円） 構成比（％） 金額（千円） 構成比（％） 

 卸売事業 9,037,600 98.5 7,632,044 92.1 15,746,503 99.1 

 外食・ホテル事業 139,136 1.5 651,829 7.9 143,250 0.9 

合計 9,176,737 100.0 8,283,874 100.0 15,889,754 100.0 

相手先 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

AUSTRALIA MEAT HOLDING PTY. LTD. 978,238 10.7 － － 

ウエストジャパン㈱ － － 991,827 12.0 

事業の種類別 
セグメントの名称 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

金額（千円） 構成比（％） 金額（千円） 構成比（％） 金額（千円） 構成比（％） 

 卸売事業 9,311,623 96.1 7,945,814 81.0 16,511,126 97.7 

 外食・ホテル事業 381,790 3.9 1,859,077 19.0 392,046 2.3 

合計 9,693,414 100.0 9,804,892 100.0 16,903,173 100.0 
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